
国連気候変動首脳会合における鳩山総理大臣演説

平成２１年９月２２日

ニューヨーク

潘基文（パン・ギムン）国連事務総長、

各国代表の皆様、

御列席の皆様、

本日の時宜を得た国連気候変動首脳級会合でスピーチをする機会をいただき、誠に嬉し

く思います。私は、先月末の衆議院選挙において初めて民意による政権交代を果たし、つ

い 6 日前に、内閣総理大臣に就任をいたしました鳩山由紀夫です。

気候変動の問題は、その影響が世界全体にわたり、長期間の国際的な取り組みを必要

とするものです。すべての国々が、「共通だが差異ある責任」のもと対処していくことが肝要

です。政権交代を受け、日本の総理として、本日御列席の各国のリーダーの皆様とともに、

科学の警告を真剣に受け止め、世界の、そして未来の気候変動に結束して対処していきた

いと存じます。

＜削減目標＞

まず、温室効果ガスの削減目標について申し上げます。

IPCC における議論を踏まえ、先進国は、率先して排出削減に努める必要があると考えて

います。わが国も長期の削減目標を定めることに積極的にコミットしていくべきであると考え

ています。また、中期目標についても、温暖化を止めるために科学が要請する水準に基づ

くものとして、1990 年比で言えば 2020 年までに 25％削減をめざします。

これは、我々が選挙時のマニフェストに掲げた政権公約であり、政治の意思として、国内

（首相官邸ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより抜粋）
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排出量取引制度や、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の導入、地球温暖化対策

税の検討をはじめとして、あらゆる政策を総動員して実現をめざしていく決意です。

しかしながら、もちろん、我が国のみが高い削減目標を掲げても、気候変動を止めること

はできません。世界のすべての主要国による、公平かつ実効性のある国際枠組みの構築

が不可欠です。すべての主要国の参加による意欲的な目標の合意が、我が国の国際社会

への約束の「前提」となります。

なお、先ほど触れた国内排出量取引市場については、各国で検討されている制度につい

ての情報交換を進め、特に、国際競争力への影響や各国間のリンケージを念頭に置きな

がら、議論を行ってまいりたいと考えています。

（中略）

＜結び＞

本日御出席のオバマ大統領が提唱されているグリーン・ニュー・ディール構想にも現れて

いるように、気候変動問題への積極的な取り組みは、電気自動車、太陽光発電を含むクリ

ーン・エネルギー技術など、世界経済の新たなフロンティアと新規の雇用を提供します。

世界の中で相対的に高い技術開発のポテンシャルと資金力をもっているわが国が、自ら

率先して削減目標を掲げ、革新的技術を生み出しつつ、その削減を実現していくことこそ

が、国際社会のなかで求められている役割だと認識しています。わが国の国民、企業の能

力の高さを私は信頼しています。国民も企業も、そして、私たち政治においても、産業革命

以来続いてきた社会構造を転換し、持続可能な社会をつくるということこそが、次の世代に

対する責務であると考えています。

最後に、12月にコペンハーゲンで、まだ見ぬ未来の子供たちのために我々世界の政治指

導者が大きな決断をしたと言われるような成果が上がるよう、共に協力することを皆様に強

くお願いしたいと思います。

ご静聴ありがとうございました。


